
日合商の基本は『協調と連帯』
日合商は昭和 52（1977）年に合板・建材を扱う流通
業界の活性化と、関係官庁に意見書が提出できる組
織として発足した歴史ある組織であり、業界唯一の
国の認可団体です。その「会勢強化」は、業界の活
性化につながるものです。また、新規会員・賛助会
員の数が増えることで関係官庁への発言力も増し、
社会的な影響力も拡大していくものと考えています。
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日合商各支部で新年会が開催されました
2 月 18 日（火）

神奈川支部　新年会
崎陽軒本店にて

ご来賓を含む 57 名が参加して新年会を開催。

伊藤元二支部長の開会挨拶、日合商本部より足

立建一郎理事長が来賓として乾杯挨拶・発声、

ジャパン建材㈱ 首都圏第二営業部部長 白川正

一氏による中締をはさんで和やかに賀詞交歓が

行われました。

伊藤元二支部長の
開会挨拶

足立建一郎理事長の
乾杯挨拶

2 月 13 日（木）

四国支部　　新年会
ホテルマイステイズ松山にて

ご来賓を含む 58 名が参加して新年会を開催。村上髙

志支部長の開会挨拶、日合商本部より足立建一郎理事

長が来賓挨拶の後、SMB 建材㈱ 取締役常務執行役員 

山口善基氏が乾杯挨拶・発声、タカラスタンダード㈱ 

四国支店支店長 芦田純一氏の中締をはさんで和やか

に賀詞交歓が行われました。

村上髙志支部長の
開会挨拶

2025 年 3 月 26 日（水）開催！

2024 年度
第三回理事会並びに第二回合板需給懇談会

⚫第三回理事会　　　　　14：00 ～ 15：00
⚫第二回合板需給懇談会　15：15 ～ 17：00
⚫懇親会　　　　　　　　17：15 ～ 18：30

会場：LEVEL XXI 東京會舘 スタールーム

2025 年 5 月 22 日（木）～ 23 日（金）

「第 46 回通常総会 in 名古屋」
ご案内

⚫ 5 月 22 日（木）通常総会（2025 年度通常総代会）
　　　　　　　会場：名古屋観光ホテル

　　　　　　　総会受付　13：00 ～

　　　　　　　総　　会　14：00 ～ 15：30

　　　　　　　講 演 会　15：45 ～ 17：15

　　　　　　　懇 親 会　18：00 ～ 20：00

　　　　　　　二 次 会　20：15 ～ 21：00

⚫ 5 月 23 日（金）　エクスカーション
　観 光 コ ー ス：伊勢神宮参拝とおはらい町・おかげ横丁散策

　ゴルフコース：三好カントリー倶楽部

　　　　　　　�東海クラッシック開催でも知られる名門ゴルフ場の本格的な
チャンピオンコースでのプレーを楽しんでいただきます。

足立建一郎理事長の
来賓挨拶

「合法木材認定事業者研修会」＆「改正クリーン
ウッド 法の概要と登録制度」を同日開催。
2025 年 4 月 1 日の改正クリーンウッド法施行直
前の今年度をしめくくる開催となりました。

日程 支部・地区支部 受講者数 会場 日本合板検査会　講師

2 月 14 日（金） 東北・南 18 名 ホテルメトロポリタン仙台 総務部総務課総務係長 横山 潤 氏

2 月 19 日（水） 山梨 19 名 アピオ甲府 〃

3 月 4 日（火） 東北・北 26 名 ホテルメトロポリタン盛岡 〃

2024 年度  合法木材・持続可能木材の供給認定事業者研修会



※東京都ベニヤ板問屋協同組合、日本合板商業組合「市況通信」より
（注）1 車単位（10 トン）問屋売り価格・90 日手形（JAS 製品）（円）

2.3㎜ T2

4.0㎜  〃

5.5㎜  〃

9.0㎜  〃

12.0㎜  〃

ラワン JAS
F ☆☆☆☆

針葉樹
構造用

輸入・型枠用
輸入・構造用

F ☆☆☆☆  12㎜ C-D

F ☆☆☆☆ 24㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 28㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 9㎜  3×10

12㎜ JAS 製品

F☆☆☆☆12㎜ JAS 製品

品　　目

ＪＡＳ標語

建築に品質たしかな ＪＡＳマーク

木の佳さを生かす良い品 ＪＡＳ製品

家づくり品質たしかな ＪＡＳ製品
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東京の合板卸売り価格

920
1,200
1,380
2,000
2,550
1,470
3,400
4,150
2,500
1,910
1,960

2 月 12 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

920
1,200
1,380
2,000
2,550
1,470
3,400
4,150
2,500
1,910
1,960

2 月 19 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

920
1,200
1,380
2,000
2,550
1,470
3,400
4,150
2,500
1,910
1,960

2 月 26 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

920
1,200
1,380
2,000
2,550
1,490
3,400
4,150
2,500
1,910
1,960

3 月 5 日

0
0
0
0
0

+20
0
0
0
0
0

前週比

2025.02.21　官公庁からのお知らせ
【林野庁】（お知らせ）物流効率化法関係省令・告示の公布について

2025.02.21　官公庁からのお知らせ
【林野庁】（周知依頼）経済構造実態調査への協力について

2025.02.20　お知らせ
「子育てグリーン住宅支援事業のホームぺージオープン」のお知らせ
子育てグリーン住宅支援事業が始まります。
詳細は、国土交通省 https://www.sumai-info.jp/info/info_detail.php?i=21889　

2025.02.17　お知らせ
林野庁「モクレポ～林産物に関するマンスリーレポート」
2 月号は、2024 年の木材輸出入実績や、米国における木材貿易の動きなどについて特集。

日合商ホームページ　トピックスより抜粋
トピックスへは

こちらから▶

住団連　経営者の住宅景況感調査（令和 6 年度第 4 回）報告より  
■令和 7 年 1 月度 　経営者の住宅景況感調査集計結果

調査時期
令和 7 年 1 月中旬

調査対象
住団連会員企業及び住団連会員団
体の会員企業の経営者

回答数
14 社

回答社
旭化成ホームズ、一条工務店、
大野建設、サンヨーホームズ、
スウェーデンハウス、住友林業、
積水化学工業、積水ハウス、
大東建託、大和ハウス工業、
トヨタホーム、
 パナソニック ホームズ、
ミサワホーム、三井ホーム

（敬称略、五十音順）

集計結果
景況感（前年度同期比）の単純集
計を基に景況感判断指数を算出

総戸数 持　家 分譲住宅 賃貸住宅 給与住宅

令和 4 年度実績 86.1 24.8 26.0 34.7 0.6
令和 5 年度実績 80.0 22.0 23.5 34.0 0.5
令和 6年度予測 79.1 21.7 23.0 33.9 0.5

令和 6 年度予測

A 社 80.1 22.0 23.5 34.0 0.6
B 社 79.0 22.0 22.0 34.0 0.5
C 社 79.5 22.0 23.0 34.0 0.5
D 社 79.1 21.4 23.1 34.0 0.6
E 社 77.0 21.5 23.0 32.0 0.5
F 社 79.5 21.5 23.0 34.5 0.5
G 社 79.7 21.5 23.1 34.3 0.7
H 社 79.3 22.0 22.5 34.2 0.6
L 社 78.5 21.0 23.0 34.0 0.5
M 社 80.0 22.0 22.5 35.0 0.5
N 社 79.0 21.0 23.2 34.3 0.5
Q 社 77.0 21.5 23.0 32.0 0.5
R 社 79.0 21.5 23.0 34.0 0.5
S 社 80.5 22.5 23.5 34.0 0.5

平　均 79.1 21.7 23.0 33.9 0.5

【単位：万戸】

■令和 6 年度の
　新設住宅着工総戸数の予測アンケート結果

回答数 14 社

※平均値は各セグメントの最大値、最小値各 1 つずつを外して算出。
※数値は回答企業数。白抜きは回答企業数が最多の項目。

令和 7 年 1 月～ 3 月見通しは、受注総数戸数は 4 期ぶりのマイナス、金額は 7 期連続のプラス。リフォームの受注
金額＋ 46 ポイントとなり、16 期連続のプラスとなった。



樹をテクノロジーする会社です樹をテクノロジーする会社です

https://www.key-tec.co.jp

地球環境に優しいものづくり

　　　　国産合板をお届けします。

地球環境に優しいものづくり

　　　　国産合板をお届けします。
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概　要
　2024 年 12 月の新設住宅着工戸数は 62,957 戸（前年同月比 2.5％減）で 8 カ月連続の減少となった。
その内、木造住宅は 37,409 戸（前年同月比 4.7％増）で 4 カ月連続の増加となった。季節調整済年
率換算値は 78.7 万戸で前月比 1.6％増、3 カ月ぶりの増加となる。
　利用関係別では持家が 17,821 戸（前年同月比 4.6％増）で 3 カ月連続の増加、貸家は 26,424 戸（同
比 2.1％増）で 3 カ月ぶりの増加、分譲住宅は 18,182 戸（同比 14.7％減）で 8 カ月連続の減少となった。
分譲の内訳はマンションが 7,550 戸（同比 22.3％減）先月の増加から再びの減少、戸建ては 10,513 戸（同
比 8.3％減）と 26 カ月連続の減少となった。
　持家、貸家が増加したが、分譲住宅が減少したため、全体で前年同月比 2.5％の減少となった。

国内・外合板の供給量
　12 月の国内合板生産量 21.8 万㎥（前月比 96.6％、前年同月比 98.7％）と発表された。その
内、針葉樹合板の生産量は 21.5 万㎥（同比 96.5％、99.2％）となり、出荷量は 22.9 万㎥（同比
100.1％、106.1％）で在庫量は 17.3 万㎥となった。
　輸入合板の 12 月度入荷量は 17.3 万㎥（前月比 96.4％、前年同月比 94.0％）となった。国別入

荷量は、マレーシアが 4.6 万㎥、インドネシアが 5.3 万㎥、中国が 3.8 万㎥、ベトナムが 3.4 万㎥
となっている。
　2024 年入荷量累計では、マレーシアが前年比 111.7％、インドネシアが 108.6％で全体入荷量
では 106.2％の入荷状況であった。
　2024 年の国内・外合板供給量は 461.7 万㎥（前年比 102.3％）の増となった。内外産比率は国
内が 54.4％と前年比から 1.6 ポイント減少した結果となった。

今後の見通し
　輸入合板は、現地価格は底打ちの兆しが出ているが、需要背景が乏しい事や為替の影響もあり
現地への発注量は小ロット傾向となっている。当面はまとまって入庫しづらい展開になってくる
と思われる。一方産地では本格的な雨季入りにともない原木に不足感が出ており、一部では原木
価格も上昇している。そのため原木在庫が少なかった工場から合板オファー価格も値上がりして
いる。現状、販売価格への転嫁が遅れている点が見受けられるので、欠品アイテムから価格が調
整されてくると思われる。そこのところを踏まえたうえで手当てを進めていただきたい。
　国内針葉樹合板はメーカー側が減産を継続していることもあって、在庫量も増えず現状維持が
出来ている。当面は極端な増加はないものと思われる。価格に関しては、各社が下げ止め姿勢を
表明したことで安値は沈静化し底固めは出来たと思われる。現時点ではメーカー希望価格には届
いておらず、今後も段階的に値上げを進める姿勢が強いが、プレカット向けや直需向けなどの製
販の値上げの歩調を揃えられるかが焦点になっていると思われる。

日本合板商業組合東京支部
東京都ベニヤ板問屋協同組合

新風会　猪爪  清和
合板市況と今後の見通し

福利厚生制度
「損害保険 /集団扱制度」

ご紹介！

メリット 1
保険料が割安！
メリット 2
制度対象者の幅広さ
メリット 3
スムーズなお支払い！ 詳細はこちらから

2024 年度より会員の皆様の福利厚生サービスの向上を図るため

【グリーン購入法】に基づき事業者新認定・期限更新した13社
2025 年 2 月末現在

北海道	 -0015- ⑥	 ㈱札幌ベニヤ商会	 代表取締役	 今井 多嘉士

北海道	 -0021- ⑤	 ㈱仲屋木材	 代表取締役	 仲屋 成裕

東北	 -0039- ④	 ㈱ヤマイチ	 代表取締役	 山王 敏彦

北関東	 -0040- ⑥	 ㈱臼井ベニヤ商会	 代表取締役	 臼井 章浩

東京・長野	 -0126- ⑤	 ㈱建販	 代表取締役	 中村 周一

北陸	 -0082- ⑥	 ㈱スミカ	 代表取締役社長	 炭元 伸彦

中部日本 S	 -0011- ③	 住友林業クレスト㈱	 代表取締役	 杉本 浩文

中部日本	 -0030- ⑥	 ㈱メイゴー	 代表取締役	 濱路 文男

中部日本	 -0031- ⑥	 ㈱井桁藤	 代表取締役社長	 岡田 尊志

関西 S	 -0012- ③	 稲畑産業㈱	 化学品本部長	 田中 角哉

中国・山陰	 -0004- ⑥	 ㈲富士建材	 代表取締役	 御船 良子

四国	 -0006- ⑥	 ㈱シンツ	 代表取締役	 村上 髙志

九州	 -0052- ④	 ㈲丸勝	 代表取締役	 倉掛 善識
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2 月 13 日（木）中部日本
演題：「女性活躍推進の極意〈男性幹部向け〉」
講師：黒川伊保子 氏
名古屋市中小企業振興会館にて　参加 59 名

2 月 7 日（金）関西
演題：「令和 7 年度　国の住宅政策について」
講師：国土交通省 住宅局 住宅生産課 課長 松野秀生 氏
TKP ガーデンシティ PREMIUM 心斎橋にて　参加 178 名

2 月 14 日（金）東関東
「ジオリーブグループ株式会社本社ビル見学会」

ジオリーブグループ株式会社本社ビルにて　参加 7 名

改正クリーンウッド法の概要＆義務と努力義務の概要
2025 年 4 月 1 日に改正クリーンウッド法が施行されます。
現行法において努力義務であったものが、一部が義務化になり、また合法性確認に関しても
運用が変更になりますので、改正法のポイントを説明します。

現行法と改正法との比較 /赤字の箇所が義務化になった内容になります

【ポイント】

改正クリーンウッド法においては、第 1 種木材関連事業者
が合法性の確認を行い、その情報を次の事業者に伝達します。
第 2 種木材関連事業者は、川上の事業者から受取った情報
を次の事業者に伝達していくことになります。

改正クリーンウッド法における
義務と努力義務の概要

※登録の有無に関わらず全ての木材関連事業者が対象になります

素材生産販売者の義務
◦�第 1 種木材関連事業者の要求に応じ、原材料情報を提供する

義務
◦�提供に応じられない場合は、その旨を回答

第 1 種木材関連事業者の義務
◦�原材料情報（樹種・伐採地・証明書）を入手し合法性の確認
◦�合法性を確認した結果の記録の作成と保存
◦�木材関連連事業者に情報の伝達（原材料情報の収集結果・合法

性確認木材であるか否かの情報）
　※入手できない原材料情報があった場合にはその旨を伝達

◦�一定規模の事業者は、毎年 1 回、取扱った数量を主務大臣に
報告

第 2 種木材関連事業者の努力義務
◦�川上の事業者から情報の受取（情報が伝達されない場合は、川

上の事業者にリクエスト）
◦�情報の保存（受け取った情報・伝達した情報）
◦�川上の事業者から受け取った情報をそのまま川下の事業者に

伝達（合法性確認木材か否かの情報、原材料情報の伝達は不要）

情報の伝達方法
◦�口頭での伝達は不可
◦�納品書、証明書、梱包等に印字
◦�メール、FAX 送信
◦�クラウド上に情報を UP し、当該 URL を伝達
◦�林野庁で開発のクリーンウッドシステムの利用（全ての事業者

が無料で活用可能）

改正クリーンウッド法の運用説明や、クリーンウッド
システム等の詳細は　林野庁のクリーンウッド・ナビ
に掲載されていますので、そちらをご覧ください。

素材生産
販売事業者

第１種事業者 第２種事業者

【【義義務務】】

第１種事業者の求
めに応じた情報の
提供

【【義義務務】】
①原材料情報の収集、合法性の確認
②記録の作成・保存
③木材関連事業者に対する情報伝達

【【努努力力義義務務】】
①情報の受取
②情報の保存
③木材関連事業者に対する情報伝達

【【努努力力義義務務】】

木材等の譲受け等に係る義務及び努力義務の内容

①体制の整備
②合法性確認木材等の数量を増加させるための措置

： 木材等の流れ ： 義務 ： 努力義務

（参考：現行）

素素材材生生産産販販売売
事事業業者者

海海外外のの
輸輸出出事事業業者者

第第１１種種事事業業者者 第第２２種種

消消費費者者等等記
録
保
存
等

情
報
伝
達

合
法
性
確
認

第第２２種種

記
録
保
存
等

情
報
伝
達

合
法
性
確
認

記
録
保
存
等

情
報
伝
達

合
法
性
確
認

体制整備、登録事業者等であることの情報提供

【改正後】

第第１１種種事事業業者者 第第２２種種

消消費費者者等等記
録
保
存
等

合
法
性
確
認

第第２２種種

情
報
保
存
等

情
報
伝
達

情
報
保
存
等

情
報
伝
達情

報
伝
達

体制整備、合法材の数量増加に係る措置、違法伐採に係る木材等を利用しないための措置、消費者
等への情報伝達、登録事業者等であることの情報提供

素素材材生生産産販販売売
事事業業者者

海海外外のの
輸輸出出事事業業者者

求めに応じた
情報提供

情
報
の
受
取

情
報
の
受
取

③違法伐採に係る木材等を利用しないようにするための措置
④消費者等への情報伝達
⑤登録事業者等であることの情報提供

【情報伝達と合法性確認】
改正法では第 2 種事業者は合法性の確認で
はなく、川上の事業者から情報を受け取り、
受け取った情報を次の事業者に伝達

https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/index.html

出所：林野庁クリーンウッドナビ運用説明資料


